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米中貿易は両国相互の制裁発動でついに縮小段階に突入か 

―米中対立の激化とデリスキング― 
 
米中対立の本格化は、2018 年のトランプ政権における対中関税引き上げに端を発しま

す。同年、ペンス副大統領（当時）は、強烈な中国批判と米中新冷戦時代の突入を予感さ

せる演説を行いました。2021 年にバイデン政権に代わっても中国に対する強硬的な姿勢は

変化しておりません。連邦議会においても「米中特別委員会」を設置してウイグル等での

人権侵害に目を光らせるなど超党派で対中強硬姿勢を示しています。 
対中強硬派の政治家等は、民主化を前提としてこれまで中国に対して行ってきた関与

（engagement）政策は失敗であったという前提に立っています。そして中国の軍事大国

化と米国への挑戦を防ぐためには、その基礎である国力、つまり経済発展を抑制する必要

があると考えており、米国経済との切り離し（デカップリング）を行うことを主張してい

ます。実際、バイデン政権もこうした主張に呼応する形で、2022 年 10 月には中国をター

ゲットとした先端半導体の輸出規制を実施しました。さらに 2023 年 8 月には米国企業に

よる半導体、量子計算、AI に関する対中投資を制限する大統領令を発令し、10 月には 22
年の先端半導体輸出規制を強化するなど中国に対して厳しい姿勢を堅持しています。 
ただし、バイデン政権の対中制裁方針はデカップリングではなくデリスキングという用

語を用いています。デリスキングとは、欧州委員会のフォンデアライエン欧州委員長が使

った言葉であり、サプライチェーン等において過度な依存から脱却したり、先端技術の流

出防止を図ったりしながらも、経済関係そのものは維持していくことを意味します。 
一方の中国は、対中強硬姿勢をとる米国に対して真っ向から反論・反撃しています。西

側諸国が主張するデリスキングについても李強首相は、2023 年 6 月に行われた夏季ダボ

ス会議の演説でデリスキングは間違った提案だとしており、世界各国はグローバル化と経

済依存のもと共に発展するものであり、経済の政治化をやめて供給網等を安定させるべき

だと訴えています。さらに 2023 年 5 月、米国半導体大手マイクロンの製品についてサイ

バーセキュリティ上の深刻な問題があるとしてサイバーセキュリティ法に基づいて調達中

止を発表し、7 月には半導体材料であるガリウムとゲルマニウムの関連製品の輸出規制を

発表しました。中国では国防動員法において有事の際の民間人材・施設等の動員を、国家

情報法での中国人の情報収集の協力義務付けを法制化していますが、7 月 1 日からスパイ

行為の定義が拡大された改正反スパイ法を施行しました。 
このように米中対立が広い分野にわたって本格化・激化してくると、米中貿易等の経済

関係も影響を免れません。これまで米中貿易は、対立にもかかわらず増加の一途をたどっ
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ており、2022 年には過去最高の貿易総額を記録しました。しかし、2023 年に入ると、中

国からの輸入がスマートフォンや PC を中心に急減少しており、2023 年上半期（1～6
月）の対中輸入額は前年同期比 25.2％減と大幅に減少となっており、輸入先別に見ても、

中国は米国にとって輸入先第一位の座を占めてきましたが、23 年に入るとメキシコにその

座を明け渡しています（図表）。 
国際通貨基金（IMF）は、2023 年 10 月、欧米のデリスキングの世界経済に及ぼす影響

を試算しています。デリスキングの結果、生産拠点が中国から各国の国内回帰した場合に

は、世界経済をベースラインから 4％超程度押し下げるとしており、生産拠点が友好国に

立地した場合でも、世界経済を同じく 2％近く押し下げると見ています。地域的にはアジ

ア地域、とりわけ中国を中心にマイナスの影響が顕在化するとしています。いずれの場合

もサプライチェーン組み換えに伴うコストアップが貿易転換に伴うプラスの効果を上回っ

てしまうことが大きな理由です。 
米中対立はこのままいくと広範化・長期化して両国だけでなく、世界の経済活動に影響

を及ぼすでしょう。日本企業としては長期的な視点で米中対立を考慮した新たなサプライ

チェーン戦略を策定・実行して事業運営の強靭性を担保していく必要があるでしょう。 
（福田 佳之） 

米国の輸入先トップ 5 の推移（半期別） 

 
出所：U.S. Dept. of Commerce, Bureau of Census ウェブサイトから作成 
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